
（別添）

団体名

１　一般会計及び特別会計の財政状況（主として普通会計に係るもの）

（百万円）

財調・減債 その他特目 備荒資金（超過分）

一般会計 5,791 5,772 19 19 5,950 0 918 2,368 733 230百万円

基金より繰入

普通会計 5,791 5,772 19 19 5,950 0 918 2,368

２　１以外の特別会計の財政状況（公営事業会計に係るもの）

（百万円）

流 動 資産
（ 歳 入 ）

流 動 負債
（ 歳 出 ）

（形式収支）
流動資産－流動負

債
（ 実 質 収 支 ）

資 金 剰余
（不足 ）額

地 方 債
現 在 高

他会計から
の繰入金

備 考 　　会計の正式名称

介護老人 148 10 138 138 472 68 法適用企業

訪問看護 0 0 0 0 0 8 法適用企業

国保病院 422 25 397 397 310 228 法適用企業 　　国民健康保険特別会計施設勘定

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
 890  877  13  13

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
 930  930  0  0

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
 623  622  1  1

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
 157  149  8  8

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
 499  499  0  0

３　関係する一部事務組合等の財政状況

（百万円,％）

歳 入
（流動資産）

歳 出
（流動負債）

形 式 収支
実 質 収 支
（流動資産－流動負

債 ）

（資金剰余
（不足）額）

地 方 債
現 在 高

積 立 金
現 在 高

当該団体の
負担割合

備 考

北部檜山衛生センター組合 773 765 8 8 - 1,211 0 31.0

檜山広域行政組合 1,570 1,548 22 22 - 30 920 11.6

４　第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況

（百万円）

経常損益
（千円）

資本又は
正味財産
（千円）

当該団体か
らの出資金
（千円）

当該団体か
らの補助金
（千円）

当該団体か
らの貸付金
（千円）

当該団体から
の債務保証に
係る債務残高

当該団体から
の損失補償に
係る債務残高

備 考

今金町土地開発公社 △ 391 48,283 5,000 0 0 0 0

㈱ｸｱﾌﾟﾗｻﾞﾋﾟﾘｶ 20,337 41,995 31,400 0 0 0 0

５　財政指数

　　介護老人保健施設特別会計

　　国民健康保険特別会計事業勘定

　　老人保健特別会計

　　介護保険特別会計

　　簡易水道事業特別会計

　　公共下水道事業特別会計

老人事業 - 0 65

法非適用

介護保険 - 0 108

国保事業 - 0 96

財政状況等一覧表（１８年度）

地 方 債
現 在 高

他会計から
の繰入金

歳 入 歳 出 形 式 収支 実 質 収支

標準財政規模（百万円） 3,169

積 立 金 現 在 高
備 考

簡易水道

臨時財政対策債発行可能額（百万円） 194

81.0

0.6

今金町

8 532

財 政 力 指 数

33 法非適用

公共下水道 0 2,052 159

※土地造成会計等における「土地」については、流動資産に含まれていない。

実 質 公 債 費 比 率

実 質 収 支 比 率

経 常 収 支 比 率

0.208

16.3



市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)

北海道 今金町
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

6,436
568.14

5,790,663
5,771,568
19,094

人(H19.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.21]

類似団体内順位

[ 77/124 ]

全国市町村平均

0.53
北海道市町村平均

0.28

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

0.14

1.60

0.27

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値

0.21

今金町の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [81.0%]

類似団体内順位

[ 13/124 ]

全国市町村平均

90.3
北海道市町村平均

91.1

(%)

120.0

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

50.0

106.0

64.0

87.6
81.0

人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [245,170円]

類似団体内順位

[ 89/124 ]

全国市町村平均

116,701
北海道市町村平均

136,888

(円)

500,000

400,000

300,000

200,000

100,000

0

418,585

104,902

206,881

245,170

給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [95.2]

類似団体内順位

[ 86/124 ]

全国市平均

97.9
全国町村平均

93.9
110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

100.9

79.4

93.4
95.2

定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [14.14人]

類似団体内順位

[ 55/124 ]

全国市町村平均

7.82
北海道市町村平均

8.70

(人)

30.00

25.00

20.00

15.00

10.00

5.00

0.00

25.45

7.44

14.59 14.14

公債費負担の健全度

実質公債費比率 [16.3%]

類似団体内順位

[ 52/124 ]

全国市町村平均

15.1
北海道市町村平均

16.9

(%)

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

26.9

4.2

16.6 16.3

将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [924,453円]

類似団体内順位

[ 61/124 ]

全国市町村平均

456,703
北海道市町村平均

666,050

(円)

3,000,000

2,000,000

1,000,000

0

2,307,312

19,174

932,278 924,453

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

今金町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
財政力指数　：　交付税制度改革の実施による影響が反映され、基準財政需要額全体の圧縮、税源移譲等
　　　　　　　　　による基準財政収入額の増に伴い、財政力指数のポイントは伸びている状況にある。

経常収支比率　：　町税等の収入が伸びず、交付税制度改革による交付税・臨時財政対策債の減少など、
　　　　　　　　　経常一般財源相当分が減少している。また、人件費及び公債費等も減少傾向にある。

人口１人当たり人件費・物件費等決算額　：　定員適正化計画に基づき人件費は年々減少しているが、病院
　　　　　　　　　事業及び下水道事業への繰出金が増加傾向にある。

人口１人当たり地方債残高　：　類似団体平均とほぼ同額となっているが、平成１８年度において、大規模事
　　　　　　　　　業（小学校改築事業）があり前年度に対して増加しているが、今後において、新規町債の発行
　　　　　　　　　を抑制し、将来の公債費低減を図るよう努める。

　実質公債費比率　：　大規模事業（小学校改築事業）があったため、前年度と比較すると増となっているが、投資的経費
　　　　　　　　　　　を計画的に実施し、新規町債の発行額をできる限り抑制し町債残高を減らすよう努める。また、高金利
　　　　　　　　　　　の町債については、財政状況を勘案し、繰上償還等の検討を図る。

　人口1,000人当たりの職員数　：　今金町定員適正化計画（平成２２年４月１日職員数）に基づき、計画的な人件費の抑制
　　　　　　　　　　　を図り、機構改革（平成１９年４月１日実施）により、住民サービスを低下させることなく努めている。

　ラスパイレス指数　：　経常的経費の多くを占める人件費については、国の制度改革を見据え、新たな給与制度の構築を
　　　　　　　　　　　し、手当等の支給基準を総合的に点検し、見直しを図る。


